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1. はじめに  

 近年，首都圏では三環状高速道路などの交通ネット

ワーク整備が進み，貨物車交通に大きな影響を与えて

いる．また，情報通信技術の発展に伴い，車両の移動軌

跡を高精度で観測可能な商用車プローブデータ （以下，

PD）を活用することで，貨物車の運行特性を把握する

ことが期待される．以上の背景のもと，本研究では商用

車 PDを活用して，首都圏を走行する貨物車の車種別の

動向実態の把握を行う．その際，スパース推定法の 1つ

である Fused Lasso を採用し，トリップ発生傾向の可

視化について検討する． 

2. 分析対象 PDの概要  

 本研究では，株式会社富士通交通・道路データサービ

スから提供頂いた PDを用いる．具体的には，ODデー

タと車種区分データを統合し，首都圏近郊を分析対象

とした 2015年～2019年の PDを使用する（表 1）． 

2019 年の車種別トリップ数構成比率を図 1 に表した．

図 1 によると，普通車および軽自動車のトリップ数は

極めて少なく，特大車，大型車，中型車の 3車種が 97%

以上を占めている．そのため，特大車，大型車，中型車

の 3 車種に分析対象を限定する．2015 年から 2019 年

の車種別車両台数累積推移を図 2に表した．図 2より，

どの車種においても車両台数に増加傾向が見られた．

これはデジタルタコグラフが普及し，搭載貨物車両が

毎年増加しているためであり，異なる年次のトリップ

発生数を直接比較することはできない．そのため，

Fused Lasso から得られる推定値を用いて 2015 年と

2019年のトリップ発生量を比較する． 

3. Fused Lassoを用いた PDの可視化  

3.1 Fused Lassoの概要 

 本研究では，R 言語の fusedlasso2d 関数を使用し，

スパース推定法の 1つである Fused Lassoを用いた推

定を行う．Fused Lasso は隣接する説明変数同士の係

数が，できるだけ同じ値になるように束縛項を加えた

Lassoである．説明変数に順序関係があり，さらに隣接

する説明変数のいくつかは目的変数に同程度の寄与が

ある場合に利用できる．Fused Lasso は式(1)で表され

る．𝜆1=0として Fused Lassoを解くと，軟判定閾値処

理により十分な解が得られる．そのため本研究では，

𝜆1=0として Fused Lassoに基づき，正則化パラメータ

𝜆2を 1つ決定する． 
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𝜆1：L1正則化パラメータ 𝜆2：L2正則化パラメータ 

N：サンプルサイズ 𝑦𝑖：観測値 𝜃𝑖：パラメータ 

3.2 Fused Lassoによるトリップ発生量の推定結果 

使用する PDについて，特大車と大型車は車両運行特

性が類似しているため，特大車・大型車（以下「大型車

類」），中型車の 2つの分類で，3次メッシュ単位で集計

したデータを分析する．トリップ数のばらつきが大き

いため，トリップ数の自然対数をとり平滑化する．なお，

100×100の 3次メッシュ上に，トリップ発生量の大き

さに基づいた 32階調のグレースケールでプロットする．

2015 年から 2019 年における大型車類トリップ発生量

を Fused Lasso により推定し，λと θ の推定結果が得

られた．この推定結果から，各年次のトリップ発生量の

推定値の合計が一定であることが判明した．この結果

に基づき，2019 年のトリップ発生量推定値を 2015 年

相当に変換し，2015 年と 2019 年のトリップ発生量差

分をとる．差分値をプロットすることにより，トリップ

発生傾向の変化を把握できる．大型車類において，λを

0 から 1.5 の間で変化させた推定値から求められる，

2015 年と 2019 年のトリップ発生量差分値を図 3-1 か

ら図 3-15にプロットする．図 3-1から図 3-15より，λ

が大きい値を取るほど強く正則化が課され，メッシュ

ごとの差分が滑らかに表現されることがわかる．  
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表 1 2015年～2019年 PD概要 

データ項目 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 単位

総トリップ数 4,704,319 6,106,540 9,274,048 12,106,743 12,961,742トリップ

総車両台数 16,622 22,896 33,447 41,952 48,180 台
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3.3 トリップ発生量の視認しやすさと λとの関連  

トリップ発生の特徴が読み取りやすい λ を検討する

ことを目的とし，3次メッシュ上の濃淡のばらつきの大

きさと，λの値の関係を確認する．図 4は大型車類にお

ける，32 階調に分けたトリップ発生量差分値の分散を

縦軸に，λの値を横軸にプロットしたものである．λは

0 から 1.5 の範囲に限定して表示している．λ=0.6012

のとき，大型車類のトリップ発生量差分値は最大の分

散をとる．また，λ=0.616のとき，中型車のトリップ発

生量差分値は最大の分散をとる．大型車類，中型車が最

大の分散をとる λ においてプロットすると，それぞれ

図 5，図 6となる．これらの結果を踏まえると，トリッ

プ発生特徴の視認しやすさと，トリップ発生量差分値

の分散にはある程度関連性があると考えられる． 

3.4 トリップ発生傾向の考察 

PDの可視化結果図 5，図 6より，2015年から 2019

年にかけて，大型車類，中型車いずれも東京都 23区内

のトリップ発生量が少なくなり，圏央道沿いなど高速

道路周辺でトリップ発生量が増えていることが確認で

きた．また，木更津市と横須賀市においてもトリップ発

生増加傾向が見られた． 

4. おわりに  

本研究において，トリップ発生量の分散を用いるこ

とで視認性の高さを表し得る可能性が示された．元来，

視認性は主観的な指標ではあるが，他にも新しい評価

指標を考案する余地は残されている． 
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図 5 大型車類 

λ=0.6012 

 
図 6 中型車 

λ=0.616 

 
図 1 2019年車種別トリップ数構成比率 

 
図 2 2015～2019年車種別車両台数の推移 

   
図 3-1 λ=0.1 図 3-2 λ=0.2 図 3-3 λ=0.299 

   
図 3-4 λ=0.4 図 3-5 λ=0.499 図 3-6 λ=0.602 

   
図 3-7 λ=0.707 図 3-8 λ=0.798 図 3-9 λ=0.899 

   
図 3-10 λ=0.993 図 3-11 λ=1.098 図 3-12 λ=1.198 

   
図 3-13 λ=1.305 図 3-14 λ=1.413 図 3-15 λ=1.483 
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図 4 トリップ発生量差分値の 

分散と λの値の関係 
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